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研究成果の概要（和文）：本研究ではアジアの開発途上国における気候変動適応策の隘路を解明し、その打開策の提案
を目指して、以下の研究成果を得た。
第一に、バングラデシュ、インドネシア、ベトナムなどの途上国の気候変動適応策を複数の判断基準から評価し、その
隘路を把握した。第二に、メコンデルタでの脆弱性評価と認知アンケート調査を行い、コミュニティ主導型適応策の実
態を明らかにした。第三に、これらの知見に基づき科学主導型適応策とコミュニティ主導型適応策の双方から適応策の
あり方を整理した。科学主導型適応策の長期目標に向かう指向性とコミュニティ主導型適応策の現実に即した取り組み
を相補的に組み合わせることが鍵となる。

研究成果の概要（英文）：This study tried to identify bottlenecks of climate change adaptation and propose 
its formulas in the Asian developing countries.
First, the study assessed national and local adaptation policies in Asian countries using the 
multi-criteria and identified bottlenecks. Second, this study revealed the recognition of local residents 
throug a questionnaire survey of awareness about climate change and adaptation among 1350 residents in 
the Mekong Delta, Vietnam. Third, two main approaches were examined to address adaptation, i.e., 
science-based and community-based adaptions. Science-based adaptation involves long-term adaptation 
measures for both national and local governments while community-based adaptation addresses challenges at 
the local level and seeks to promote the participation of stakeholders. Using these two approaches 
complementarily, sustainable adaptation incorporating can be implemented more effectively.

研究分野： 地球環境工学
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１．研究開始当初の背景 
気候変動対応策は緩和策と適応策が 2 つの

柱であり、影響が厳しい途上国では、適応策
の重要性が強く主張されてきた。また、2011
年秋のバンコク周辺の洪水被害によって、タ
イのような中位の経済成長国でも気候変動
に対する脆弱性が大きく、適応策の早急な実
施が必要なことが改めて認識された。しかし、
適応策の導入は遅れており、体系的な政策化
を実現した途上国は現れていない。その原因
として、これまで資金不足が挙げられてきた
が、適応策へのアプローチそのものに問題が
内包されていると考えることができる。 
こうした問題意識から、本研究は開発途上

国における気候変動適応策の隘路を解明し、
その打開策を提案することを目指す。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、主に開発途上国における

気候変動適応策の隘路を解明し、その打開策
を提案することである。適応策は途上国にお
いて強く求められてきたにも拘わらず、体系
的な政策化からはほど遠いのが現状である。
このギャップの原因は、国際的に言われてい
る資金不足だけでなく、適応策へのアプロー
チそのものにあるのではないか。 
気候変動への適応策には、科学主導型

(Science-driven) と コ ミ ュ ニ テ ィ 主 導 型
(Community-based)の 2 つが提唱されてきた。
本研究では、最近明確になってきたこの 2 つ
のアプローチの差異と課題を解明し、その克
服の方策を検討する。そのため、アジア・太
平洋地域の途上国を対象に、適応策の現状を
広く把握し、政策・技術・科学的能力・住民
理解など多面的な視点で隘路を特定する。そ
れらの分析結果に基づいて、望ましい適応策
の立案・実施に向けた隘路打開の提案を行う。 
 
３．研究の方法 
本研究は、①適応策の現状分析のための調

査・情報収集、②隘路の分析、③打開策の検
討の 3 ステップで実施する。 
①タイ、インドネシア、ベトナム、バング

ラデシュ、カンボジアなど東南アジア・南ア
ジア諸国を対象とし、防災、水資源、農業・
食料生産、健康、都市計画分野における適応
策の現状について、幅広く資料・データを収
集する。また、文献調査や政府関係者に対す
る聞き取り調査も行う。 
②広範な資料収集や聞き取り調査や現地

調査に基づいて、適応策の実態を把握し、両
アプローチの隘路分析の枠組を特定する。 
③両アプローチの利点を組み合わせるこ

とを検討し、そのための段階的アプローチや
中央政府と地方政府、コミュニティ、NGO 等
の役割分担などに関する打開策を検討・提案
する。 
 
４．研究成果 
第一に、アジアの途上国における気候変動

適応の実態について調査、検討した。インド
ネシアでは、米供給の地域不均衡が市場の適
応機能によって緩和されるかどうかを検討
し、政府による制御よりも地域、季節による
きめ細かい調整が有効なことを示した
(Kawanishi and Mimura, 2013)。 
バングラデシュのクルナ市における適応

策を対象に、Hallegatte (2009)が提唱する適応
策の有効性に関する 4 つの判断基準(①後悔
のない対策、②可逆性、柔軟性、③安全のた
めの余裕、④適応策間のシナジー)を用いて検
討した。この結果、担当機関間の協調体制の
整備と強いリーダーシップが適応策の主流
化を実現するための鍵であることが分かっ
た(Saito, 2013)。  
第二に、ベトナム・メコンデルタでの脆弱

性評価と認知アンケート調査から気候変動
の認知と適応策の実態を解析した (田村他, 
2013; Tamura et al., 2013)。2012 年 11 月には、
ベトナムの水資源大学と共同でカマウ省、ソ
クチャン省、アンザン省において 1,350 名(3
省 27 地区)へ訪問調査法によるアンケート調
査を実施した。現地住民は、①季節性の洪水
と壊滅的な被害を及ぼす洪水を区別してい
る、②住民は家屋の修理や補強、高床化が 3
省で共通し、地域によっては洪水耐性米の導
入、洪水避難用の小型船の購入などの適応策
を講じ、「洪水とともに生きる」ことを実践
している、③一方で 10 年スケールの降雨や
災害事象の変化を実感し将来的な気候外力
の増大を懸念している、ことなどが明らかと
なった(田村他, 2013; Ling et al., 2015)。さらに
2014 年 8 月にソクチャン省 19 地区 1,036 名
への追加調査を行い、地形的特徴と社会経済
条件によってコミュニティ主導型適応策が
異なることを確認した(田村, 2015)。 
第三に、これらの知見に基づき科学主導型

適応策とコミュニティ主導型適応策の双方
から適応策のあり方を整理した。科学主導型
適応策の長期目標に向かう指向性とコミュ
ニティ主導型適応策の現実に即した取り組
みを相補的に組み合わせることが適切な適
応策策定の鍵となる。さらに、日本の防災分
野の適応策に関して、3 つのタイプと 3 つの
レベルに分けた適応戦略の整理と提案を行
った(田村・安原, 2013; 田村他, 2014; Tamura 
et al., 2014; 白井他, 2014)。加えて、統合的緑
地計画の政策である「緑のインフラ」に注目
した気候変動適応策を整理した(Kato, 2013
等)。 
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